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問題提起
　社会福祉士や精神保健福祉士の受験資格取得
が可能な大学や専門学校（以下、養成校）では、
ソーシャルワーカーを養成するにあたって、次
の ２ つの制約がある。
　第 １ に、ソーシャルワーカーの資格が国家資
格となっていることに起因する制約である。養
成校では、国家の主導する「社会保障制度の一
役を担う」（１）人材を輩出すべく、厚生労働省の
定める「基本的な知識及び技能」（２）を身につけ
たかを問う国家試験対策に、相応な比重を置く
ことになる。養成校で開講される科目は国家試
験の個々の科目に準じており、厚生労働省が各
科目の「ねらい（目標）」や「教育に含むべき事
項（内容）」を提示している（３）。これまでのカリ
キュラム改正によって社会福祉士や精神保健福
祉士の養成課程の充実が図られてきたと評価さ
れているとはいえ、養成校の教員たちの間では、
養成カリキュラムが標準化を追求するあまり、
均一化と硬直化を免れないとの危機感がある。
国家試験の指定科目がカリキュラムの中心であ
り続ける中で、国家試験合格後のソーシャル
ワーカーの力量を維持・向上させる課題が残さ
れている（４）。
　第 ２ の制約は、養成校では必ずしも国家資格
を目指す学生ばかりでないため、国家資格に向
けたカリキュラムを実施することに困難さが付
きまとうことである。いうまでもなく、学生の

ほぼ全員が国家資格を目指している養成校もあ
れば、多くの学生が一般企業などに就職する養
成校もある。前者の養成校だと、教員は国家資
格に合格することを目指した授業展開を意識せ
ざるを得ない。後者の養成校の場合、教員は一
方で国家資格取得に向けた養成教育、他方では
一般社会における社会福祉とは何かについて学
ぶ教育との二つの配分での工夫が求められるこ
とになる（５）。
　こうした制約の結果、卒業生たちがソーシャ
ルワーカーとして現場でクライエントに出会う
とき、国家が定める現行の福祉制度の中での支
援段階に留まり、クライエントの利益や権利を
第一に考えることができなくなるという懸念が
生じている。ソーシャルワーカーが本来のソー
シャルワークの役割や機能を発揮していくため
に、国家試験に照準を絞る養成カリキュラムと
いう枠組を第 １ 段階とすれば、資格取得後に現
場で働いているソーシャルワーカーのために繰
り返して実施される教育プログラムの第 ２ 段階
の整備が急がれる。
　本稿の目的は、養成校卒業後のソーシャルワー
カーがその果たすべき役割を確実に遂行できる
ための教育プログラムはどうあるべきかを探る
ことにより、個々の養成校が行うことができる
養成課程後の教育のあり方を探ることである。
その教育は、 ２ つの特性をもつだろうと考える。
第 １ に、国家により指定された養成カリキュラ
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ムの内容から一定の距離をもって行うことがで
きること。第 ２ に、現任のソーシャルワーカー
を対象とする教育は、それぞれの養成校が目指
す理念のもとでの専門職としてのソーシャル
ワーカーのための教育が可能となることである。
　そのような特性をもつ教育について考えるに
あたり、養成校を卒業したソーシャルワーカー
の教育（本稿では「卒後教育」と呼ぶ、後に詳述）
の全体像の把握が、不可欠である。とはいえ、
例えば卒後教育に関する名称や卒後教育の実施
主体は広範囲にわたり、卒後教育はさまざまな
視点から語られてきており、その全体像を把握
するのは容易ではない。
　そこで本稿では、まず卒後教育をめぐる名称、
卒後教育の実施主体、卒後教育が必要であると
考える根拠・理由のそれぞれについて、概ね
２009年以降に発刊された論文や報告書から整理
し、卒後教育の全体像の理解に努める。そして、
アメリカの継続教育（６）の動向と議論を紹介し、
日本の卒後教育へ示唆されることを検討する。
これら ２ つから、今後の日本の卒後教育の可能
性、とりわけ養成校が果たし得る役割を導き、
その検討を通してソーシャルワーカー養成校が
目指すべき方向性を提示することとする。

１ 　ソーシャルワーカーの卒後教育の現状と課題
（ １）　卒後教育をめぐる名称
　ソーシャルワーカーの卒後教育を示す名称は
さまざまである。本節では、主な名称である「卒
後教育」と「継続教育」のそれぞれの使われ方
を整理することから始める。次に、その他の名
称を紹介する。最後に、卒後教育の名称をめぐ
る課題を提示する。
　主要な名称の １ つである「卒後教育」は、ソー
シャルワーカーの教育を意味する代表格といえ
る。ただ、論者によってその意味合いはやや異
なる。ここでは主な ３ つの使われ方を紹介する。

１ つ目は、特定の養成校の卒業生を対象とした
教育という使われ方である。A大学を卒業して
ソーシャルワーカーになった卒業生を対象とす
る教育という意味で、「A大学の卒後教育」と
表現される（７）。 ２ つ目は、養成課程における「卒
前教育」に対する、あるいはそれに連動する教
育としての「卒後教育」という使われ方である。
この場合の卒後教育の実施主体は、卒業生を輩
出した養成校に限らず、ソーシャルワーカーが
勤務する職場（８）や職能団体（9）を含むことがあ
る。また、その対象は特定の養成校の卒業生に
限定されるわけでもない。 ３ つ目として、国家
資格取得者の教育（１0）という使われ方である。
あくまで資格取得者のための教育という視点が
強く、その視点の背景には「国家資格とは業務
遂行の上で必要な最低水準をクリアすることを
認めたものに過ぎず、国家資格取得後の専門性
の研鑽こそが重要である」（１１）という考え方があ
る。以上のように「卒後教育」という名称には
複数の異なる視点や対象を含んでおり、使われ
方は同一ではない。
　もう １ つの代表的な名称は「継続教育」であ
る。この名称は、ソーシャルワーカーの教育は
養成課程で完結するのではなく、養成校卒業や
国家資格取得を経てその後も継続していくこと
に着目する。そのため、養成校の役割として、
在学中の学生が、ソーシャルワーカーとしての
教育は卒業後も続いていくことを理解できるよ
うに教育することを重視する（１２）。また、養成
校教員と現場のソーシャルワーカーとの協働は
欠かせないと考える（１３）。しかし、「継続教育」
という表現には「継続」に着眼点があるとはい
え、「継続教育」と「卒後教育」が実質的にほ
ぼ同じ意味合いで使われることも多い。先の「卒
後教育」はどちらかというと養成校による卒業
生への教育として、「継続教育」はどちらかと
いうと職能団体による資格取得後の教育として
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使われる場合もあるが、特に区別なく使われる
ことが多いようである（１４）。
　アメリカでは、この「継続教育（continuing 
education, CE）」という名称が一般的である。
同時に、専門職として生涯にわたり継続して教
育が必要であるという観点から、ソーシャル
ワーカーの継続教育は「専門職としての継続教
育（continuing professional education）」であり、

「生涯学習（lifelong learning）」である、と捉え
られている（１５）。
　日本ではその他に、「リカレント教育」（１６）「生
涯教育」（１７）「現任教育」（１８）「現任研修」（１9）「卒後研
修」（２0）「卒後支援」（２１）「支援者支援」（２２）など、関連
するさまざまな名称を確認することができる。
その使われ方をみてみると、教育の枠組みや視
点、方法などにおいて違いが認められることも
あれば、そこには至らない場合、つまり他の名
称と同じような意味合いで使われていることも
ある。
　以上のように卒後教育をめぐる名称は実にさ
まざまで、その関係者たち（養成校や職場、職
能団体などでソーシャルワーカーの教育に携わ
る人々、ソーシャルワーカーを目指す学生、現
場のソーシャルワーカーなど）にとって、卒後
教育とは何かを理解しそのイメージを共有する
ことは容易ではない、と考えられる。現場で働
くソーシャルワーカーにとっては、個別の研修
に参加するという意識はあっても、その営みが
生涯学習としての「卒後教育」や「継続教育」
の一環であるという意識を抱いているのかどう
かは不明である。だからこそ、それら関係者た
ちが卒後教育の意義を理解し、バトンを繋ぎな
がら協働していくために、卒後教育に関する共
通言語をもつことが、そのための戦略の一つに
なるのではないだろうかと考える。
　本稿では、養成校の役割と可能性を導いてい
くため、養成校にとって最も馴染みがあると考

えられる「卒後教育」という名称を中心に用い
る。「卒後教育」には養成校以外による教育を
含めていく。また、アメリカの教育について述
べる際には、アメリカで一般的な「継続教育」
という名称を用いる。なお、日本の卒後教育の
関係者たちが卒後教育に関する名称を共有して
いくことに意義があると考えるならば、どの名
称を用いていくのがよいのか、今後、議論が必
要であろう。

（ ２）　卒後教育の実施主体
　本節では日本のソーシャルワーカーの卒後教
育を実施する主な団体として、職能団体、職場、
養成校を取り上げる（２３）。これら ３ つの団体が
行うメリット（よい点や強み）とデメリット（課
題や弱み）を整理し、卒後教育全体におけるそ
れぞれの位置づけや課題を検討する。なお、職
業人に対する教育の方法・形態として、OJT（On 
the Job Training）、Off-JT（Off the Job 
Training）、自己啓発の ３ つ（２４）が挙げられるこ
とが多い。ここでは、卒後教育を実施している
３ つの主な団体に着目する。

１ ）職能団体による卒後教育
　日本社会福祉士会および日本精神保健福祉士
協会はそれぞれの倫理綱領や定款に基づき、会
員の倫理の確立と資質の向上を目指して生涯研
修制度を整備している。研修の枠組みは両団体
で若干異なるものの、ともに基礎研修、共通研
修・基幹研修、分野研修・課題別研修に加えて、
スーパービジョンや更新制の認定制度を有して
いる（２５）。
　職能団体が卒後教育の一翼を担うことの最大
のメリットは、生涯研修制度の名が示すように、
会員の生涯にわたる研修のあり方を制度として
体系化していることであろう。転職を経験しな
がらキャリアを重ねていくことの多いソーシャ
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ルワーカーには、「生涯を通じたキャリア・デ
ザインの視点が求められる」（２６）のである。日本
社会福祉士会の生涯研修制度の場合、基礎から
始まり特定の分野へと発展する方向性があるの
と同時に、社会福祉士として押さえるべき共通
基盤を繰り返し学ぶように設計されている。そ
のような縦横型のプロセスを通して、社会福祉
士としての自覚や役割意識を持ち続けることが
できるような仕組みとなっている。同じくキャ
リア・デザインの視点から、日本精神保健福祉
士協会は「精神保健福祉士のキャリアラダー」
を作成している。キャリアラダーを作成するに
あたって準備委員会が精神保健福祉士を対象に
行った調査によると、「どの世代においても『将
来像を描くことができない』と、どのような精
神保健福祉士になっていたいかを想像すること
が困難」（２７）であることが明らかになった。その
ような困惑の声に応えるべく、キャリアラダー
は会員たちにとって将来のキャリアを展望する
ための羅針盤として活用できる。
　職能団体による卒後教育の別のメリットとし
て挙げられるのは、現場や養成教育の動向を反
映させた研修プログラムの開発が可能である点
であろう。日本社会福祉士会では、新カリキュ
ラム導入の動きを踏まえ、会員である社会福祉
士と教育研究者が協働で会員の実態調査を行
い、新たな研修プログラムの開発へと繋げた（２８）。
日本精神保健福祉士協会は、養成校、職場、都
道府県協会の三者を対象に調査を行い、今後の
適正な継続教育や人材育成の促進を図ろうと試
みた（２9）。先に紹介したキャリアラダー作成にお
いては、「養成教育との関連性、連続性が検討
された。（中略）キャリアラダーは養成教育と継続
教育の役割を明確にした」（３0）という。これらの
試みによって、養成教育と卒後教育の連続性や
役割分担が図られ、現場のソーシャルワーカー
の課題に呼応する形で卒後教育が展開されるこ

とが期待できる。
　一方、職能団体による卒後教育の弱みとして、
生涯研修制度を実際に活用している国家資格取
得者は、ごく限られた人数の会員だけであるこ
とを指摘しなければならない。国家資格取得者
の職能団体への加入率は１0％台に過ぎない。し
かも、会員全員がこの制度を活用しているわけ
でもない。会員からの「わざわざ手間と費用を
かけて生涯研修制度の修了認定を受ける意味を
感じない」（３１）という声を耳にするとき、職能団
体による卒後教育の意味を改めて理解し、ア
ピールしていく必要性を感じずにはいられない。

２ ）職場における卒後教育
　職場における卒後教育について、それぞれの
職場で個別に行われている活動を論じることは
できないため、OJTの概念を借用してそのメ
リットとデメリットを簡単に整理する。その上
で、職場における卒後教育の位置づけについて
検討する。
　仕事を通して行うOJTは、「決して改まった
教育や研修の機会を職場内で設定するというこ
とだけではなく、その方法や内容は、さまざま
な仕事の場面に応じて多岐にわたる」（３２）とされ
る。日本のOJTの実情としては、「職場内で行
われる教育や訓練全般を漠然と指すことが多
い」（３３）とも指摘されている。
　OJTは業務に直接生かせるように行われる。
藏野と新藤はOJTのメリットとして、①労働時
間内に行うことができる、②費用がかからない、
③業務に即した内容を指導できる、④個別の課
題に応じた具体的な取り組みが可能である、な
どを挙げた。一方、デメリットとして、①指導
者によって教育成果が変わる、②業務が忙しい
と教育時間を割くことができない、の ２ 点を挙
げ、職場格差が大きいと指摘した（３４）（３５）。
　職場における教育活動を広く卒後教育の一環
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として捉えようとするならば、養成教育との連
動という視点から論じることが重要になる。西
梅らが自校の卒業生であるソーシャルワーカー
を対象に、①大学で培われた力量、②卒業時に
自身の課題と感じていた力量、③現在の職場で
活かされている力量、④現在自分の課題と考え
られる力量について実施した調査は、養成教育
と職場における教育との連動という点で興味深
い。この調査では、卒業生を雇用している職場
の上司らに、その卒業生の①現在の職場で発揮
していると考えている力、②現在の職務遂行上
の課題と考えている力について、あわせて調査
を行った。つまり、卒業生の在校時の力量と課
題および現在の力量と課題に関する自己評価
を、上司らによる他者評価によって比較・分析
し、養成教育と職場における教育の連動を試み
たのである（３６）。
　養成教育の中でも特に実習教育との連動に着
目した議論として、北川は「多くの実践場は、
スタッフとして受け入れた人材のために、日々
の業務を通じて卒後教育（＝組織内研修）を自前
で準備する必要に迫られる」とし、「卒前教育
としての『実習』の受け入れ」と「スタッフ育
成のための卒後教育」とを連動させることが重
要である、と述べた（３７）。また、井上は実務経
験 ３ 年未満の精神保健福祉士を対象としたイン
タビュー調査により、学生時代の実習期間中に
教育機関あるいは配属実習先においてスーパー
ビジョンを体験したことがある初任者は、卒後
教育のニーズとしてスーパービジョンを表明す
る傾向にあることを突き止めた（３８）。
　さらに、職場で研修の企画・実施に取り組ん
でいる現任の精神保健福祉士を対象に行ったイ
ンタビュー調査により、「自分の仲間を大学に養
成してもらっているという関係性」（３9）が重要で
あるとの意見が得られた。実習生を受け入れ、
養成校の教員を現場に招いて講義を依頼するだ

けでなく、自法人の職員を講師として養成校の
授業に招いてもらい現場の話をするなどの双方
向の関係づくりが必要であるという主張である。
　このように職場と養成校がバトンを受け渡し
しながら一緒にソーシャルワーカーを育てると
いう関係性を構築していく中で、OJTの営みが
広く卒後教育としての意味をもつようになるだ
ろう。

３ ）養成校による卒後教育
　養成校は教育研究機関であるために、卒業生
に卒後教育を実施したり卒後教育に関する調査
研究を行うことにより、卒業生や実践現場の実
態やニーズを把握し、その内容を養成教育や卒
後教育に生かしていくことが可能である。教育
研究者による卒後教育に関する調査研究の多く
が、養成校は卒後教育を行うに相応しいとの認
識を明らかにし、重要な役割を担っていると結
論づけている。教育研究者が考えるその役割は、
大きく ２ つに分類できる。 １ つ目は、直接間接
的な卒業生との関わりや卒業生調査を通して卒
業生の現状やニーズを把握し、必要な卒後教育
の提供へとつなげていくという役割である。例
えば、現場経験年数の異なる卒業生を対象に調
査を行ったところ、経験年数の違いによって
ソーシャルワーカーとしての困難やニーズもか
なり異なることが明らかとなり、卒後教育のプ
ログラムを作成する上で役立つ結果が導かれ
た（４0）。 ２ つ目は、実習を通して実践現場と関
わったり卒業生の現状を把握するなどを通し
て、実践現場の現状やニーズをも把握し、その
内容を卒後教育だけでなく養成教育や自身の研
究・研修の活動に生かしていく役割である。つ
まり、「さまざまなニーズを受け止めていける
フィードバックシステムを、ソーシャルワーク
教育を担う大学等が構築していくことが求めら
れている。実践現場からのニーズ発信に重きを
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置いた循環が専門性の向上に寄与し、ひいては
実践現場全体の底上げにつながる専門性の強化
を図る」（４１）ことが期待できる。
　一方、養成校による卒業生調査によって、卒
業生の出身校に対する期待が明らかにされてい
る。その期待は、職能団体や職場にはおそらく
求めづらいだろうと思われる内容である。卒業
生が出身校に求める支援として、専門性の向上
につながるような研修や同窓生同士の交流・情
報交換をはじめとして、転職や再就職、現場で
感じるギャップ、職場環境、やりがいやモチベー
ションなどの相談が挙げられた（４２）（４３）。また、
大妻女子大学が卒後教育として行っているソー
シャルワーク研究会への参加者に、研究会の感
想を尋ねたところ、母校で実施される研究会を
高く評価する感想が多く挙げられたという。そ
の内容は、先輩後輩との人脈が広がる、素の自
分を受け入れてもらえる、職場の名前を背負わ
ない（職場の評判を気にしなくてよい）、先輩の
失敗談を聞くことができる、職場のよい点や課
題を冷静に考えることができるなどの他に、研
究方法やプレゼンテーション技術を学ぶことが
できる、などであった（４４）。このような機会が
ある卒業生の数は限られているであろう。それ
でも卒業生にとって出身校かつ研究機関である
養成校は、他の場面では得難い支援を安心して
得ることができる場になり得る、といえそうで
ある。
　とはいえ、日本精神保健福祉士協会による養
成校を対象とした調査の結果、養成校が卒後教
育を実施する上で、次のような課題が挙げられ
た。卒後教育を企画・運営するにあたっての業
務としての位置づけ、担当教員への負担、予算
の確保、卒業生の連絡先の確保と周知の方法、
幅広い参加者の確保、日程調整、卒業生の会場
へのアクセスの問題などである（４５）。これらの
課題の中には、養成校が卒後教育の必要性に関

する理解を深めることで、改善可能な課題が含
まれていると思われる。

（ ３）　卒後教育が必要であると考える根拠・理由
　卒後教育が必要であると考える根拠・理由に
ついて、さまざまに論じられている。本節では
４ つに分類して説明し、卒後教育の必要性の全
体像を捉えていく。
　第 １ に、法的根拠が挙げられる。社会福祉士
は２00７年、精神保健福祉士は２0１0年の法改正に
より、「資質向上の責務」が義務規定に加えら
れた。社会福祉士および精神保健福祉士は、そ
れぞれ社会福祉や精神保健・精神障害者の福祉
を取り巻く「環境の変化による業務の内容の変
化に適応するため」、相談援助に関する「知識
及び技能の向上に努めなければならない」（４６）と
された。これまでの卒後教育に関連する調査研
究では、卒後教育を行う理由の一つとしてこの
法的根拠を挙げることが一般的にみられた（４７）。
　第 ２ に、第 １ の法的根拠を挙げることはない
が、内容的にはほぼ同じ内容を根拠とする説明
である。変化する社会情勢や社会福祉制度への
対応のために資質向上に取り組む必要がある、
という理由である。　
　第 ３ に、養成校の立場から、卒後教育は卒業
生に対する追加的かつ継続的に必要な教育であ
るとする理由である。卒業生調査を行った養成
校の多くは、養成校は卒業生のためにどのよう
な貢献ができ、何を求められているのか、とい
う視点で調査を実施していた。
　第 ４ に、人材確保や離職防止のためとする理
由である。この考え方には、職場が必要な人材
を確保・維持できるように職場を支援するとい
う視点と、個々の職員が仕事のやりがいを感じ
て仕事を継続できるように職員を支援するとい
う視点の両方が含まれていた（４８）（４9）。
　以上のように、卒後教育についてさまざまな
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立場や視点から必要と考える根拠や理由が挙げ
られている中で、石川到覚が「ソーシャルワー
ク研修の共通目的」として述べた次の説明は、
卒後教育の必要性をより網羅的に示しているよ
うに思われる。以下、紹介する。

　「ワーカー・アイデンティティを揺るぎ
ないものにするために、ソーシャルワーク
の専門性を改めて獲得する継続的な学習体
験をもって、新たな社会福祉課題に対して
も果敢に取り組めるような能力を高めるこ
と」と規定し、「ソーシャルワーク専門職
としての自律性をもった自己研鑽による一
人ひとりの弛みない努力を重ねる学習過程
であると同時に、ソーシャルワーカーを雇
用する組織およびソーシャルワーク専門職
能団体等が協働して社会的な責任と承認を
得るためである」と整理しておく（５0）。

　これは「ソーシャルワーク研修の共通目的」
の説明であり、卒後教育が必要であると考える
根拠・理由の説明ではない。しかし、この説明
は「ソーシャルワーカーであるからには、新た
な社会福祉課題に対して果敢に取り組むことが
できるように、自律的に自己研鑽に取り組み、
弛まない努力を重ねるものである。そのソー
シャルワーカーと共に歩むのが、ソーシャル
ワーカーを雇用する組織であり、専門職能団体
である。彼らが共に社会的な責任を果たし、社
会的承認を得るためには、協働して継続的な学
習体験に取り組む必要がある」という主張へと
つながり、発展するように思われる。
　さまざまに説明されるからこそ、関係者がそ
れぞれの立場や視点から卒後教育の必要性につ
いて語り、互いに理解し合うことが必要ではな
いだろうか。一つ一つの教育の営みがソーシャ
ルワーカーの卒後教育全体の中でどのように位

置づいており、何のために行っているのかを明
らかにしていくことが重要であると思われる。

２ 　�アメリカのソーシャルワーク継続教育
（CE）の現状と日本の卒後教育への示唆

　日本のソーシャルワーク研究やソーシャル
ワーカー養成教育は、アメリカのソーシャルワー
クの理論と実践から多くを学び、取り入れてき
た。近年、日本で注目を集めているのは、「コ
ンピテンシーに基づく教育（competency-based 
education）」であろう。ここでいうコンピテン
シーとは、「ソーシャルワークの知識、価値、技
術から成り立つ測定可能な実践行動」（５１）を指す。
アメリカの学士および修士課程の教育カリキュ
ラムの認定機関で、ソーシャルワークの大学・
大学院で構成されるソーシャルワーク教育協議
会（Council on Social Work Education、 以 下、
CSWE）（５２）は、２00８年に「ソーシャルワークの
学士および修士プログラムのための教育方針と
認定基準（Educational Policy and Accreditation 
Standards for Baccalaureate and Master’s 
Social Work Programs）」において、コンピテ
ンシーを重視し、その向上を目指す教育を採用
した。それは、学生は何を教わるべきかという

「内容」や教育の構成要素の型を示す「構造」
に焦点を当てた従前のカリキュラムモデルか
ら、学びの「成果」に着目し、学生が実践にお
いて何ができるようになったのかを明確にして
評価するモデルへの大きな転換となった（５３）。ア
メリカでの教育方針の転換の影響の下で、日本
においてもコンピテンシーに基づく教育を推進
しようという機運が高まっている（５４）（５５）。
　CSWEは「教育方針と認定基準」の２0１５年版
の中で 9 つのコンピテンシーを提示し、コンピ
テンシーに基づく教育を本格的に位置づけた。
さらに、「ソーシャルワーカー個人のコンピテ
ンシーは、継続する学習（continuous learning）
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と社会環境および専門職としての知識基盤の変
化との関連で、発展的かつ動的に捉えられるも
のである」（５６）と述べ、コンピテンシー習得のた
めには継続的な学習が欠かせないとした。本章
では、アメリカのコンピテンシーに基づく教育
と継続教育をめぐるこのような動向と議論か
ら、日本の卒後教育へ示唆されることを探る。

（ １）�　現代アメリカにおけるソーシャルワーク
継続教育の経緯

　本節では、継続教育がアメリカで定着するに
至った経緯について、次の ３ つの視点から整理
する。第 １ に継続教育を推進することになった
法整備、第 ２ に継続教育をめぐる専門職団体の
動向、第 ３ にアカデミアの動向、である。

１ ）継続教育を推進した法整備
　アメリカにおいて現在のソーシャルワーク継
続教育は１9７0年代に始まったとされる。転換の
始まりは、１9７４年の社会保障法修正タイトルXX

（第２0号）（The Title XX Amendments to the 
Social Security Act in １9７４）によって、ソーシャ
ルサービス分野の職員研修や州立大学における
継続研修プログラムの開発が初めて予算化され
たことである。１9８0年代には予算の確保が困難
を極めたが、１990年代に入ると、州政府による
ソーシャルワーク免許制度および免許の更新制
度の広がりにより、更新に必要とされる継続教
育の重要性が高まりを見せるようになった。
　過去１0年間の動向の中で重要な出来事は、
２0１５年に全米すべての州とワシントンD.C.にお
いて、ソーシャルワークの免許更新の際に継続
教育を必須とする法律が可決されたことであ
る。これによって継続教育がすべての州のそれ
ぞれの法の下で全面的に行われることにな
り（５７）、ソーシャルワークの大学・大学院（schools 
of social work）（５８）、社会福祉施設、専門職団体、

研修実施機関、フリーランスの研修提供者など、
多数の継続教育の供給者が求められるように
なった（５9）（６0）。

２ ）継続教育をめぐる専門職団体の動向
� ①��全米ソーシャルワーカー協会（NASW）の

動向
　１990年代の継続教育の広がりを経て、最大の
職能団体である全米ソーシャルワーカー協会

（National Association of Social Workers, 以下、
NASW）は、２00３年に「NASWによる専門的な継
続教育の基準（NASW Standards for Continuing  
Professional Education）」（６１）を公表した。この

「基準」は、ソーシャルワーカーが自分に必要
な継続教育プログラムを選んでいけるように、
また継続教育の提供者（大学や研修実施機関な
ど）やソーシャルワーカーを雇用する職場の管
理者も含めて活用できるものとして作成され
た。ただし、ソーシャルワーカーの当事者団体
であるNASWには、ソーシャルワーカーの免
許の認定や更新の権限は一切ない。
　NASWはこの「基準」の中で、継続教育の
目的や必要性を述べ、継続教育を奨励した。ま
ず、継続教育を「クライエントに対するソーシャ
ルワーク・サービスの質を保証するために欠か
せない活動」（６２）であると捉えた。そして「継続
教育はソーシャルワーカーが自己の専門職とし
ての能力開発に責任をもって取り組む自発的な
過程である」（６３）「継続教育に取り組む責任は、専
門性の向上に関するNASWの倫理綱領の条文
にも根差している」（６４）とした。つまり、継続教
育に取り組むことはソーシャルワーカー個人の
責任であり、かつ専門職としての倫理的な責任
である、と強調したのである。さらに２0１１年に
は「NASW継続教育認定プログラムガイドライ
ン（NASW Continuing Education Approval  
Program Guidelines）」を公表した。各州の免
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許更新にも活用され得る多くの継続教育プログ
ラムを提供してきているNASWは、その立場
からプログラムの質を担保するために基準の厳
正化にも力を入れてきたのである（６５） （６６）。

� ②��ソーシャルワーク教育協議会（CSWE）の
動向

　先に紹介した教育カリキュラムの認定機関で
あるCSWEの「教育方針と認定基準」２0１５年版
は、免許更新のために継続教育を必須とする法
律が全米すべての州とワシントンD.C.で成立し
たタイミングで公表された。すでに述べたよう
に、CSWEはこの時期にコンピテンシーに基づ
く教育の重要性を一層明確に打ち出し、コンピ
テンシー習得のために継続的な学習が欠かせな
い、と明言した。さらに、２0２２年の最新版にお
いては、ソーシャルワーカーに必要な 9 つのコ
ンピテンシーの筆頭である「コンピテンシー １：
倫理的で専門的な行動がとれる（Competency 
１： Demonstrate Ethical and Professional 
Behavior）」の中で、「ソーシャルワーカーは生
涯にわたる学習の重要性を認識し、適切で効果
的な実践を保証するために、自身の技術をアッ
プデートし続ける責任がある」（６７）として、継続
教育に取り組むことはコンピテンシーの一つで
あると改めて強調した。

� ③��ソーシャルワーク委員会協会（ASWB）の
動向

　ソーシャルワーク委員会協会（Association of 
Social Work Boards, 以下、ASWB）は学位取得
後のソーシャルワーカーの免許制度に関する業
務などを担う団体である。ASWBは２0１１年に
全米およびカナダにおける継続教育の現状に関
する包括的な調査を実施した。２0１9年には「継
続教育の認可に関するハンドブック（Approved 
Continuing Education （ACE） Handbook）」を

公表し、継続教育プログラムの質の担保に関す
る規定や認定についての細かい基準を幅広く提
示した（６８）。

３ ）継続教育に関するアカデミアの動向
　アカデミアのコミュニティにおいては、１99８
年にテキサス州立大学オースティン校より『専
門的能力開発：ソーシャルワーク継続教育の国
際ジャーナル（Professional Development： The 
International Journal of Continuing Social 
Work Education）』と題する継続教育の国際
ジャーナルが発刊された（６9）（７0）。継続教育や専
門職の能力開発などをテーマにした論文が中心
に掲載され、今日に至るまで発刊が続いている。

（ ２）　今後のアメリカの継続教育に向けた議論
　継続教育が州法によって免許更新に必須とさ
れるアメリカでは、今後の継続教育はどうある
べきかという議論が始まっている。継続教育の
研究教育者であるKurzmanが今後の議論に向
けて提示した問いを、以下に抜粋する（７１）。

・継続教育はソーシャルワーク実践の質を高
めるという目標を達成しているか。
・継続教育はマクロレベルのソーシャルワー
ク実践の独自のニーズに応えているか。
・継続教育の基準を確立していく上で、
CSWE、NASW、ASWBそれぞれの専門職団
体の役割はどうあるべきか。
・継続教育はコンピテンシーの考え方に基づ
いて行われるべきか、それとも研修への参加
や参加時間に焦点を当てるべきか。

　これらの問いは、アメリカの継続教育が直面
している課題から生まれたものと考えられる。
アメリカの継続教育が現在どの段階にあり、今
後どの方向へ向かおうとしているのかを垣間見
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ることができる、といえる。

（ ３）�　アメリカの継続教育から日本の卒後教育
が学び得ること

　アメリカのソーシャルワーカーの位置づけは
日本と異なっている。アメリカでは、学生は
CSWEが承認した教育カリキュラムを修得して
学位を取得し、その学位を前提に各州のさまざ
まな免許を取得・更新していく。これに対し日
本では、憲法第２５条第 ２ 項に規定された国家の
義務を果たすために、国家の主導と責任によっ
て社会福祉士や精神保健福祉士などの国家資格
やその他の任用資格が整備され、教育カリキュ
ラムが作られてきた。そのため、社会福祉制度
やソーシャルワーカーの専門性について、同じ
土俵で論じることはできない。
　とはいえ、日本のソーシャルワークの教育・
研究は、アメリカから多くを学び取り入れてき
た。本節では、日本の卒後教育がアメリカの継
続教育から参考にし得る視点や方策について ４
点提示し、日本の卒後教育の可能性について言
及する。
　日本において注目すべき点は第 １ に、アメリ
カでは継続教育に取り組むのは誰で、その目的
は何かを具体的に明言していることである。ア
メリカ最大のソーシャルワーカーの職能団体で
あるNASWは、継続教育を「クライエントに
対するソーシャルワーク・サービスの質を保証
するために欠かせない活動」であり、「ソーシャ
ルワーカーが自己の専門職としての能力開発に
責任をもって取り組む自発的な過程」「倫理綱
領に根差した専門職としての責任」と明確に位
置づける。一方、日本では社会福祉士や精神福
祉士の国家資格に係る卒後教育について論じら
れ、「資質向上の責務」という法的根拠が挙げ
られる。法律の文言を挙げないまでも、資質向
上や離職防止のためとの理由が多い。こうした

日本の説明を否定するわけではない。しかし、
NASWがソーシャルワーカーの当事者団体と
して、継続教育に取り組むことを「自己そして
専門職としての責任」と捉え、当事者であると
の主体性を明確にした点は注目に値する。また、

「クライエントに対するサービスの質の保証の
ため」として、誰に利する継続教育なのかを具
体的に端的に挙げているのは明快である。日本
においても、卒後教育がなぜ必要なのか、ソー
シャルワーカー自身が主体的に語ってみること
が必要なのではないだろうか。
　第 ２ に、アメリカにおいてはCSWEにより教
育カリキュラムの査定を受けた大学・大学院で
学位を取得後、実践を行うためには各州の規定
により必要な免許を取得し、その免許は更新制
であり、その更新のために継続教育が課される
点である。継続教育に取り組むことは、第一義
的に個人および専門職としての責任であるとさ
れながらも、実質的にはソーシャルワーカーとし
て実践を行う際に州法により必須とされている。
一方、日本では介護支援専門員などごく一部の
資格や職能団体による認定制度には更新制が導
入されているが、社会福祉士や精神保健福祉士
の国家資格に更新は課されない。卒後教育を実
質的に推進するためには、国家資格に何らかの
更新の仕組みを導入することが有効なのかもし
れない。しかし、その仕組みを国家が作るとな
ると、養成校の教育理念を反映させたプログラ
ムを提供することは難しくなる可能性もある。
　第 ３ に、アメリカにおいては、ソーシャルワー
クの大学・大学院、社会福祉施設、専門職団体、
研修実施機関、フリーランスの研修提供者など
により、多数の継続教育プログラムが提供され、
それらプログラムの内容や提供方法などを認定
する基準が作られている点である。免許更新の
ために継続教育が必須となり、問題の多い教育
プログラムが多く出回るという事態が生じた。
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このような事 態への対 応として、NASWや
ASWBはガイドラインやハンドブックを作成し、
継続教育の適正化を推進しようと試みている。
日本においても、ソーシャルワークの専門性に
基づいて、継続教育プログラムの適正さを査定
するような仕組みが求められるかもしれない。
しかし、この場合も、誰が主導になって査定の
仕組みを作るのかが大きな論点になるだろう。
　第 ４ に、アメリカにおいては継続教育が養成
教育と連動しつつも一つの独立した領域を成
し、研究が蓄積されている点である。アメリカ
には１9８１年発刊の『ソーシャルワーク教育

（Social Work Education）』（７２）および１9８７年発刊
の『ソーシャルワークにおける教育ジャーナル

（Journal of Teaching in Social Work）』（７３）など
の教育に関する専門誌がある。先に紹介したよ
うに、継続教育に特化した専門誌として『専門
的能力開発：ソーシャルワーク継続教育の国際
ジャーナル』と題する国際ジャーナルが１99８年
に発刊された。このようなアメリカのアカデミ
アの現状を鑑みるとき、日本でもソーシャル
ワーク教育そのものに着目した研究をさらに蓄
積し、ソーシャルワーカーの養成教育や卒後教
育がどうあるべきかについて積極的に発信して
いくことが望まれる。

３ 　�ソーシャルワーカー養成校における卒後教
育の役割と可能性

　これまでの日本の卒後教育の全体像を明らか
にしようとする試みと、アメリカの継続教育か
ら日本の卒後教育へ役立つ点を踏まえて、日本
の養成校の役割と可能性について述べてみよう。
　第 １ に、養成校の本領である養成教育を行う
際に、これまで以上に学生たちの「卒後」を意
識することである。学生たちは実質上、卒業し
てはじめてソーシャルワーカーとしてのキャリ
アをスタートさせる。その歩みには、想定通り

とはいかない多難が待ち受けているかもしれな
い。養成校として、学生たちが在学中に卒後教
育の重要性を理解できるように教育することが
必要となる。コンピテンシーに基づく教育を行
おうとするならば、卒後教育に責任をもって取
り組んでいく姿勢と行動力こそが、ソーシャル
ワーカーのコンピテンシーの １ つであることを
伝えるべきであろう。また、卒後教育がコンピ
テンシーのさらなる向上につながることも、伝
えるべきである。倫理綱領を教える際には、専
門性の向上に努め職能団体に加入することの意
義を伝えることができる。実習指導においては、
実習生としてのトレーニングの先に現場のソー
シャルワーカーとしてのトレーニングが続く、
と学生たちが見通すことができるように導くこ
とが不可欠である。卒業を目前に控えた学生た
ちに、キャリアラダーの作成を促すのもよいだ
ろう。そして何よりも、卒業後に母校を頼って
よいことを伝え、卒業生が頼りたいと思えるよ
うな関係づくりを、彼らが在学中にしておくこ
とが大切である。
　第 ２ に、養成校として、これまで以上に卒業
生を惜しみなく支え、また卒業生から率直に学
ぶことを意識することである。卒業生は、出身
校あるいは学生時代にお世話になった先生に対
し、他にはもち得ないような期待を寄せている
かもしれない。そのような卒業生に対して、出
身校だからこそ応えられる役割があることを改
めて認識したい。養成校の教員として、ソーシャ
ルワークの新たな視点や理論、新たな社会福祉
制度などについて最新の知識や情報を伝えた
り、卒業生の拠り所の一つとなるような関わり
をすることができるはずである。同時に、元学
生たちはソーシャルワーカーである。教員は卒
業生から謙虚に学ぶ姿勢をもち、彼ら自身や彼
らを取り巻く環境が直面している困難やニーズ
を深く理解していくことが求められる。卒業生
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が教員に教え気づかせてくれる内容から、教員
は卒後教育だけでなく、養成教育や他の活動へ
とつなげていくことができる。教員と卒業生と
の間に風通しのよい循環があれば、卒後教育の
連動も可能になるだろう。
　第 ３ に、養成校の教育研究機関としての機能
を一層充実させ、現場や職能団体との協働をさ
らに推進していくことである。養成校、職能団
体、ソーシャルワーカーの職場である現場は、
これまでにそれぞれの立場から卒後教育の一翼
を担ってきた。三者それぞれが卒後教育の連動
や役割分担について意識してきた面はあるが、
十分とはいえない。養成校の日頃からの現場や
職能団体との関わりを卒後教育の面でも生か
し、連動や協働、役割分担を認識して行動する
ことで、卒後教育は生涯教育としての意味合い
をより明確に呈することになる。養成校がその
ようなきっかけづくりの役割を担えば、卒後教
育の可能性も、養成校の可能性も、広がりを見
せていくに違いない。

むすび
　本稿においては、国家資格取得を目指す養成
教育とは異なる視点を導入し、日本の卒後教育
の現状と課題やアメリカの継続教育の現状と議
論から、今後の卒後教育のありようを探った。
その試みの前提には、均一化と硬直化を免れな
い国家資格取得に向けた養成教育がもつ制約へ
の挑戦があった。国家資格化によって教育の質
が保証されていく側面があるとはいえ、その制
度下で個々の養成校が自らの教育の理念や方針
に基づく特色ある独自のカリキュラムを整備す
ることは容易ではない。養成校による卒後教育
には、養成校の教育の理念やソーシャルワーク
のグローバルな動向、卒業生のニーズなどを反
映させる余地が十分にあることが示された。本
稿がソーシャルワーカーの卒後教育に携わる関

係者の一助になればと願う。

【注】
（ １ ） 坂本文武「医療介護福祉関係職種の卒前卒後
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る（https://www.mhlw.go.jp/file/0５-Shingikai-
１２６0１000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_
Shakaihoshoutantou/0000１99５６0.pdf　２0２３.9.１
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（１9） 石川到覚「ソーシャルワークと現任研修」『ソー
シャルワーク研究』３５（ １ ）、２009年、pp.４-１２
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（２0） 田村綾子「福祉人材と研修制度」『ソーシャル
ワーク研究』３５（ １ ）、２009年、pp.２８-３５などを
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（２１） 西梅幸治、加藤由衣、雑賀正彦、福田敏秀、
田中きよむ「学部卒業生にみるソーシャルワー
カーとしてのコンピテンシーに関する分析
─福祉系大学でのキャリア形成に向けた卒
後支援との関連から─」『高知県立大学紀要　
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参照。
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か」『社会福祉研究』１１9、２0１４年、pp.２- 9 な
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て、茶屋道拓哉「ソーシャルワーカーのリカ



─ 84 ─

研究所年報 54 号 2024年 2 月（明治学院大学社会学部付属研究所）

レント教育の場としてのコミュニティリソー
ス─鹿児島県における特色ある実践の再定
義」『地域総合研究』４9（ １ ）、pp.２9-３9がある。
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